
1 

諮問番号：令和７年度諮問第３号 

答申番号：令和８年度答申第１号 

 

８五情第１９号  

令和８年７月３日  

 

 

答 申 書 

 

 

 （実施機関）五島市長 出 口  太 様 

 

 

            五島市情報公開・個人情報保護審査会 

                   会長 古 坂 良 文 

 

上記実施機関の諮問に対し、次のとおり答申する。 

 

 

第１ 結論 

  五島市長が不服申立人に対し、令和７年８月５日付けで行った公文

書不開示決定通知書（存否応答拒否）による処分は、妥当である。 

 

第２ 事案の概要 

  本件は、市内の団体が五島市情報公開条例（平成１６年五島市条例第

１６号。以下「本条例」という。）第６条第１項の規定により、五島市

長（以下「実施機関」という。）に対して行った「グループホーム甲に

対して過誤調整を求めた文書」の公文書開示請求（以下「本件開示請求」

という。）につき、実施機関が当該団体に対して令和７年８月５日付け

で行った本条例第１１条第２項の規定による公文書の存否を明らかに

しないで拒否する決定（以下「本件処分」という。）に対し、当該団体
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の構成員である不服申立人が、本件開示請求に応答すること自体が本

条例第７条第３号の不開示情報を開示することとなるとした実施機関

の判断は、違法かつ不当として、本件処分の取消し及び本件開示請求に

係る文書の開示を行う旨の裁決を求めた事案である。 

 

第３ 事実関係 

 １ 関係法令等の定め（本件処分に係る根拠法令等） 

  (1) 本条例第７条は「実施機関は、開示請求があったときは、開示

請求に係る公文書に次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」と

いう。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示請求者に対

し、当該公文書を開示しなければならない」と規定し、同条第３号

本文において、「法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公

共団体及び地方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。）に

関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、

次に掲げるもの。」と定め、同号アにおいて「公にすることにより、

当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれがあるもの」と、同号イにおいて「実施機関の要請

を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、

法人等又は個人における通例として公にしないこととされている

ものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状

況等に照らして合理的であると認められるもの」と規定する。 

    また、本条例第７条第３号ただし書は、同号本文の例外として、

「ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にす

ることが必要であると認められる情報を除く。」と規定する。 

  (2) 本条例第９条は、「実施機関は、開示請求に係る公文書に不開示

情報（第７条第１号に該当する情報を除く。）が記録されている場

合であっても、公益上特に必要があると認めるときは、開示請求者

に対し、当該公文書を開示することができる。」と規定する。 

  (3) 本条例第１０条は「開示請求に対し、当該開示請求に係る公文

書が存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示する

こととなるときは、実施機関は、当該公文書の存否を明らかにしな
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いで、当該開示請求を拒否することができる。」と規定する。 

  (4) 本条例第１１条第２項は「実施機関は、開示請求に係る公文書

の全部を開示しないとき（前条の規定により開示請求を拒否する

とき、及び開示請求に係る公文書を保有していないときを含む。以

下同じ。）は、開示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、そ

の旨を書面により通知しなければならない。」と規定する。 

  (5) 本条例第１１条第３項は「実施機関は、前２項の規定により開

示請求に係る公文書の全部又は一部を開示しないときは、開示請

求者に対し、当該各項に規定する書面によりその理由を示さなけ

ればならない。この場合において、当該理由の提示は、開示しない

こととする根拠規定及び当該規定を適用する根拠が、当該書面の

記載自体から理解され得るものでなければならない。」と規定する。 

 

 ２ 処分の内容及び理由 

   実施機関は、本件開示請求に対し、本件開示請求に係る文書の存否

を答えること自体が、法人に関する情報であって、公にすることによ

り、当該法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれ

があることから、本条例第７条第３号の規定により不開示とすべき

情報を開示することとなるため、当該公文書の存否に応答すること

はできないとして、本件開示請求について、公文書の存否を明らかに

しないで拒否することを決定した。 

 

 ３ 不服申立て及び調査審議の経過 

  令和７年 ７月２２日 市内の団体が実施機関に対し、本件開示請

求を行った。 

  令和７年 ８月 ５日 実施機関が本件開示請求に対し、本件処分

を行った。 

  令和７年 ８月１４日 実施機関が開示請求者に対し、本件処分を

通知した。 

  令和７年 ８月２８日 不服申立人が本件処分に対し、不服申立て

を行った。 
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  令和７年１０月２１日 実施機関が五島市情報公開・個人情報保護

審査会（以下「審査会」という。）に対し、本

条例第１７条第１項の規定に基づく諮問を行

った。 

  令和７年１０月２９日 審査会において１回目の審議を行った。 

  令和７年１０月２９日 審査会から不服申立人及び実施機関に対し、

意見書又は資料の提出及び口頭意見陳述に関

する通知を行った。 

  令和７年１１月 ４日 審査会から実施機関に対し、質問書を送付

した。 

  令和７年１１月１２日 不服申立人から審査会に対し、意見書が提

出された。 

  令和７年１１月１８日 実施機関から審査会が送付した質問書に対

する回答書が提出された。 

  令和７年１１月２７日 不服申立人に対する口頭意見陳述会及び審

査会の２回目の審議を行った。 

  令和７年１２月 ３日 審査会から実施機関に対し、質問書を送付

した。 

  令和７年１２月 ４日 実施機関から審査会が送付した質問書に対

する回答書が提出された。 

  令和７年１２月１９日 審査会において３回目の審議を行った。 

  令和８年 １月２３日 審査会において４回目の審議を行った。 

  令和８年 ２月２０日 審査会において５回目の審議を行った。 

  令和８年 ３月２７日 審査会において６回目の審議を行った。 

  令和８年 ４月３０日 審査会において７回目の審議を行い、答申

書を完成させた。 

 

第４ 調査審議における審査関係人の主張の要旨 

１ 不服申立人の主張の要旨 

  (1) 開示を求めている情報は、介護事業者が定員を超過して介護サ

ービスを提供し、それによって介護報酬を不適正に請求及び受領
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した疑いについて、保険者である五島市が事業者に対して行った

行政指導又は処分に関する情報であり、法人の創意工夫による生

産技術及び販売ノウハウといった、公開によって競争上の不利益

に直結する営業上の秘密とは異なる。介護保険法に基づく事業者

の指定、指導、監督及び介護報酬の適正な支払いは公的制度の根幹

をなす行政の責務であり、介護事業者が法令を遵守しているか、市

が不適正な事案に対して適切に処理しているかという情報は、条

例第７条第３号の保護すべき事業者の正当な利益には該当せず、

むしろ積極的に公開されるべき行政運営上の情報である。（処分に

ついての審査請求書の４関係） 

  (2) 実施機関は、不服申立人からのメールでの問い合わせに対し、

「住民監査請求に基づく、監査の意見に関する過誤調整につきま

しては、現在処理中です」と回答しており、本件開示請求に係る公

文書の存在の前提となる行為の存在を明確に認めていることから、

本件処分は、自らのメールの回答と矛盾しており、違法な処分であ

るため、本件処分を取り消し、開示請求に係る文書を全面的に開示

すべきである。（意見書の第１、第４、口頭意見陳述会の陳述関係） 

  (3) 介護保険給付の適正な執行に関する情報は、極めて公益性が高

い情報であり、不適正な介護報酬の請求という事実の有無及びそ

のことに対する市の是正措置の実施状況に関する情報の存否を明

らかにしないことは、結果的に不適正な介護事業者を擁護すると

ともに、市のチェック体制の不備（職務怠慢）という行政の重大な

瑕疵を隠蔽しようとするものであり、介護保険制度の適正な運営

と透明性の確保という公共の利益を損なうものであることから、

本件処分は、違法かつ不当な処分であるため、本件処分を取り消し、

開示請求に係る文書を全面的に開示すべきである。（処分について

の審査請求書の４、意見書の第２、第３、口頭意見陳述会の陳述関

係） 

 

 ２ 審査庁の主張の要旨 

   本件開示請求に係る公文書は、特定の法人に対し市が行政指導を
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行ったことが分かる文書である。また、本条例第１０条では、「開示

請求に対し、当該開示請求に係る公文書が存在しているか否かを答

えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、

当該公文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否するこ

とができる。」と規定している。特定の法人に対し、市が行政指導を

行ったという事実は、公にすることにより、当該法人の信用の低下を

招き、当該法人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそ

れがあるため、条例第 7 条第３号アの不開示情報に該当する。した

がって、本件開示請求は、条例第１０条の「開示請求に係る公文書が

存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することと

なるとき」に該当するため、違法又は不当な点はない。 

 

第５ 論点整理 

  (1) 不服申立人は、処分についての審査請求書、意見書及び口頭意

見陳述会の陳述において、本件開示請求に応答することで開示す

ることとなる情報が本条例第７条第３号の「法人に関する情報」で

あって、同号アの「公にすることにより、当該法人等又は当該個人

の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるも

の」に該当しないと主張し、不服申立人と実施機関が争っているた

め、この点について判断する必要がある。 

  (2) 不服申立人は、意見書及び口頭意見陳述会の陳述において、実

施機関が本件開示請求に係る公文書の存在の前提となる行為の存

在を明確に認めており、存否応答拒否処分は実施機関の対応と矛

盾していると主張している。このことから、本件開示請求が本条例

第１０条の「開示請求に係る公文書が存在しているか否かを答え

るだけで、不開示情報を開示することとなるとき」に該当するかど

うかについて判断する必要がある。 

  (3) 不服申立人は、処分についての審査請求書、意見書及び口頭意

見陳述会の陳述において、本件開示請求に係る公文書は極めて公

益性が高い情報であり、その存否を明らかにしないことは、公共の

利益を損なうと主張している。このことから、本件開示請求が、本
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条例第９条の「開示請求に係る公文書に不開示情報（第７条第１号

に該当する情報を除く。）が記録されている場合であっても、公益

上特に必要があると認めるとき」に該当するかどうかについて判

断する必要がある。 

 

第６ 答申の理由 

１ 認定した事実 

  (1) 不服申立人は、令和７年７月２２日付けで、実施機関に対し

、「グループホーム甲に対して過誤調整を求めた文書」の開示を

求める本件開示請求を行った。 

  (2) 実施機関は、令和７年８月５日付けで、本件開示請求に係る

公文書の存否を答えること自体が、法人に関する情報であって、

公にすることにより、当該法人の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるため、五島市情報公開条例（以下「

本条例」という。）第７条第３号アに規定する不開示とすべき情

報を開示することになるとして、本条例第１０条の規定に基づき

、当該公文書の存否を明らかにしないで開示請求を拒否する本件

処分を行った。 

 

２ 論点に対する判断 

  (1) 本件開示請求に応答することで開示することとなる情報が本

条例第７条第３号アに該当するかについて（第５の論点(1)） 

    本件開示請求は、「グループホーム甲」という特定の法人を名

指しして、当該法人の介護給付費の過誤調整（返還等）に関する

行政指導や処分等に係る公文書の開示を求めるものである。この

ような特定の事業所に対する不適正請求の疑いに基づく指導や過

誤調整等に係る文書について、実施機関がその存否を明らかにし

た場合、当該法人が関係法令等に違反した疑いがあり、市から何

らかの行政指導等を受けた事実（又は受けなかった事実）の有無

が公になることとなる。これは、当該法人が不適正な事業運営を

行っているとの疑いやマイナスのイメージを社会に与えるもので
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あり、結果として当該法人の社会的評価や信用を著しく低下させ

、取引先や利用者との関係において競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれが高いと認められる。したがって、本件開示請

求に係る公文書の存否に関する情報は、本条例第７条第３号アに

規定する不開示情報に該当する。 

  (2) 実施機関の対応との矛盾及び本条例第１０条該当性について

（第５の論点(2)） 

    不服申立人は、実施機関の担当課が不服申立人へのメール回答

において「住民監査請求に基づく監査の意見に関する過誤調整に

つきましては、現在処理中」と回答しており、公文書の存在を実

質的に認めている以上、本件処分は自己矛盾であり違法であると

主張している。しかし、担当課の同メールにおける対応は、「特

定の法人に対する処分等についてはお答えできない」との前提の

上で、対応の一般論を述べ、かつ対象者が匿名（「グループホー

ムＡ」）とされた監査意見に対する処理状況を回答したものにす

ぎず、特定の法人を名指しして公文書の存在を公式に認めたもの

とは言えない。 

    そもそも、情報公開制度における存否応答拒否（本条例第１０

条）の適否は、情報公開手続外での事実上のやり取りにかかわら

ず、開示請求書に記載された対象公文書の名称等の記載内容に対

し、存否を答えることによって不開示情報が開示されることとな

る場合か否かによって判断されるべきものである。市が情報公開

手続という公式な制度において、特定の法人を名指しした開示請

求に対し、当該法人に対する指導文書が存在すると明確に認める

ことは、市として当該法人の不適正行為を公式に認定・公表する

ことと同義であり、法人の被る不利益（社会的信用の低下等）は

より確定的かつ甚大なものとなる。したがって、特定の法人名を

指定した探索的請求に対して本条例第１０条を適用し、存否応答

拒否の決定をした実施機関の判断自体に、違法又は不当な点は認

められない。 

  (3) 公益上特に必要があると認められるかについて（第５の論点(3
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)） 

    不服申立人は、介護保険という公金に関わる本件情報は極めて

公益性が高いと主張している。確かに、公金の適正な支出という

観点からは公益上の重要性が認められる。しかし、本条例第９条

は、不開示情報が記録されている場合であっても、実施機関が「

公益上特に必要があると認めるとき」に裁量により開示できる旨

を定めた例外規定である。本件においては、特定の法人の社会的

信用や競争上の地位を直接的かつ著しく害するおそれがある情報

であり、その法人の権利保護の要請を上回るほどの公益上の開示

の必要性が本件処分の時点で明白に存在していたとまでは客観的

に認め難い。よって、本条例第９条の規定を適用せず、不開示情

報として取り扱った実施機関の判断に、裁量権の逸脱又は濫用が

あったとは認められない。 

 

第７ まとめ 

以上のとおり、実施機関が五島市情報公開条例第１０条の規定を適

用し、本件開示請求に対して公文書の存否を明らかにしないで拒否し

た本件処分は、同条例の解釈及び運用として適法かつ妥当であり、違

法又は不当な点は認められない。したがって、本件処分は妥当である

と判断し、「第１ 結論」のとおり答申する。 
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五島市情報公開・個人情報保護審査会 

委員（会長） 古坂 良文 

委員     花川 錦章 

委員     石黒 則子 

委員     有川 一徳 

委員     岩重 聡美   
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○五島市情報公開条例（関係部分） 

 

（目的） 

第１条 この条例は、地方自治の本旨にのっとり、公文書の開示を請求

する権利を明らかにするとともに、公文書の開示に関し必要な事項を

定め、もって五島市（以下「市」という。）が市政に関し市民に説明

する責務を全うするようにし、市政に対する市民の理解と信頼を深

め、公正で開かれた市政の推進に資することを目的とする。 

 

（公文書の開示義務） 

第７条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る公文書に

次の各号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記

録されている場合を除き、開示請求者に対し、当該公文書を開示しなけ

ればならない。 

  (1) 法令若しくは条例の規定により、又は実施機関が法律若しくは

これに基づく政令の規定により従う義務を有する国及び県の機関

の指示等により、公にすることができないと認められる情報 

  (2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を

除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記

述等（文書、図画若しくは電磁的記録に記載され、若しくは記録さ

れ、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項をい

う。次条第２項において同じ。）により特定の個人を識別すること

ができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別

することができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別

することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益

を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

   ア 法令若しくは条例の規定により又は慣行として公にされ、又

は公にすることが予定されている情報 

   イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすること

が必要であると認められる情報 

   ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０
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号）第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法

（平成１１年法律第１０３号）第２条第４項に規定する行政執

行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人

等の保有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４

０号）第２条第１項に規定する独立行政法人等をいう。以下同

じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人（地方

独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規

定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員を

いう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る

情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員の職及び氏名並

びに当該職務遂行の内容に係る部分 

  (3) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地

方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又

は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げる

もの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公

にすることが必要であると認められる情報を除く。 

   ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上

の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの 

   イ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供

されたものであって、法人等又は個人における通例として公に

しないこととされているものその他の当該条件を付することが

当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認め

られるもの 

  (4) 公にすることにより、人の生命、健康、生活若しくは財産の保

護又は犯罪の予防その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼ

すおそれがある情報 

  (5) 市の機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地方

独立行政法人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関

する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若し

くは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の
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間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若

しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

  (6) 市の機関、国、独立行政法人等、他の地方公共団体又は地方

独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であって、公にす

ることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質

上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

もの 

   ア 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る

事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若

しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にする

おそれ 

   イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、

地方公共団体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者

としての地位を不当に害するおそれ 

   ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不

当に阻害するおそれ 

   エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支

障を及ぼすおそれ 

   オ 国若しくは地方公共団体が経営する企業、独立行政法人等又

は地方独立行政法人に係る事業に関し、その企業経営上の正当

な利益を害するおそれ 

 

（部分開示） 

第８条 実施機関は、開示請求に係る公文書の一部に不開示情報が記録

されている場合において、不開示情報が記録されている部分を容易に

区分して除くことができるときは、開示請求者に対し、当該部分を除

いた部分につき開示しなければならない。ただし、当該部分を除いた

部分に有意の情報が記録されていないと認められるときは、この限り

でない。 

２ 開示請求に係る公文書に前条第２号の情報（特定の個人を識別する

ことができるものに限る。）が記録されている場合において、当該情
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報のうち、氏名、生年月日その他の特定の個人を識別することができ

ることとなる記述等の部分を除くことにより、公にしても、個人の権

利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除い

た部分は、同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適

用する。  

 

（公益上の理由による裁量的開示） 

第９条 実施機関は、開示請求に係る公文書に不開示情報（第７条第１

号に該当する情報を除く。）が記録されている場合であっても、公益

上特に必要があると認めるときは、開示請求者に対し、当該公文書を

開示することができる。 

 

（公文書の存否に関する情報） 

第１０条 開示請求に対し、当該開示請求に係る公文書が存在している

か否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、実

施機関は、当該公文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒

否することができる。 

 

（開示請求に対する措置） 

第１１条 実施機関は、開示請求に係る公文書の全部又は一部を開示す

るときは、その旨の決定（以下「開示決定」という。）をし、開示請

求者に対し、その旨並びに開示をする日時、場所及び方法を書面によ

り通知しなければならない。ただし、開示請求に係る公文書の全部を

開示する決定が直ちに行われ、かつ、即時に公文書の開示ができる場

合は、当該決定の通知は、口頭によることができる。 

２ 実施機関は、開示請求に係る公文書の全部を開示しないとき（前条

の規定により開示請求を拒否するとき、及び開示請求に係る公文書を

保有していないときを含む。以下同じ。）は、開示をしない旨の決定

をし、開示請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならな

い。 

３ 実施機関は、前２項の規定により開示請求に係る公文書の全部又は
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一部を開示しないときは、開示請求者に対し、当該各項に規定する書

面によりその理由を示さなければならない。この場合において、当該

理由の提示は、開示しないこととする根拠規定及び当該規定を適用す

る根拠が、当該書面の記載自体から理解され得るものでなければなら

ない。 

４ 前項の場合において、実施機関は、開示請求に係る公文書の全部又

は一部が期間の経過により不開示情報に該当しなくなる期日をあらか

じめ明示することができるときは、その期日を併せて示さなければな

らない。 

 


